










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































|薮 ｢；Ｉｌｌｉｉ１ 輸出財政歳入ＧＤＰ 51.0 23.0 12.7 40.0 14.0 10.9 54.7 18.0 11.7 47.2 ７．２ １３．４ 37.3 0.04 ９．５ 
＊暫定値
出所：GovernmentofSTiLanka，Ｐ"ＭＣＩ""Cs伽e"ノ1989-1993，ｐ、４３．
の転換」としてとらえることができる。こうした観点から見ると慢性的失
業問題，すなわち「教育のある近代工業に適合的な労働人口があるにもか
かわらず，こうした発展のためのすぐれた初期条件を利用できていないの
はなぜか？」というスリランカに固有の問題がここでのキーとなる。換言
すれば，プランテーション産業にあまりにも長くまた大きく依存してきた
ために，代替的雇用機会を生永だすことなしに，低所得国としてはずばぬ
けた社会福祉プログラムを実行可能としてきた産業構造あるいは社会構造
からの転換が問題なのである（表７参照)。平島成望は，プランテーショ
ン作物（とくに紅茶）が「独立後今日まで，スリランカの開発資金と福祉
政策の財源を供給し続けてきた」こと，その結果「米の自給」と「低所得
国の中では群を抜いた教育水準と社会福祉水準を達成することができた」
が，「プランテーション作物の創り出した余剰が，産業構造の変化をもた
らす方向に利用されなかった」スリランカ経済運営の独自性を見事仁指摘
している(2)。またアイゼンマンは，教育を受けた青年にとって魅力ある職
業選択の幅がきわめて限られており，従って公共部門あるいはフォーマル
な民間部門に職を得ることができるまで，あえて「自発的に失業するほう
が長期的には収益が高くなる」経済。社会構造に注意を喚起している(8)。
（２）３つの開発思想
長期の「経済開発」あるいは「構造転換」という観点から見ると，スリ
ランカの開発戦略の中には大別して３つの戦略あるいは価値体系を見出す
ことができる。すなわち，③マハヴェリ・プロジェクトに代表されるイン
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フラ整備・開発プログラム，⑥社会的公正あるいはペーシック・ヒューマ
ン・ニーズ（ＢＨＮ）を重視する社会福祉プログラム，、経済自由化あるい
は市場メカニズムの活用による成長プログラム(あるいは輸出指向と産業・
貿易の多角化を課題とするプログラム）である。これらはいずれも開発経
済学の３つの主要な思想を反映したプログラムである。
言うまでもなく「構造調整」は，このなかの，、を重視したものである。
スリランカでは歴史的に⑥が重視されてきた特異な途上国であるが，昨今
の構造調整プログラムの中でも⑥は構造調整＝経済安定化プログラムによ
る「歪永」を是正する，あるいはそのマイナス面を相殺するものとして位
置づけられることになった。よく知られているようにＩＭＦの需要管理政
策を中心に据えた「伝統的な」あるいは「正統的な」経済安定プログラム
では社会福祉プログラムは切り捨てられる傾向にあったが，これを批判し
てユニセフは「人間の顔をした調整」を主張した(4)。この批判を受けて昨
今の世界銀行の構造調整プログラムの中では「人間の顔をした調整」は重
要な位置を占めるようになってきている(5)。
一方，マハヴェリ・プロジェクトをはじめとする大型経済インフラ開発
プロジェクトは構造調整プログラムの中では効率の悪さと低収益性が問題
とされ,運営主体としての公企業にその主原因が求められることになった。
インフラ開発は，1950年代から60年代中葉にかけての「初期開発モデル」
の中心をなす考えであった。その根拠は，インフラはもともと短期間では
高収益を望むことのできない，また大規模な投資が必要とされる分野であ
り，従って，発展の初期段階では民間部門の参入が期待できないために公
共部門に責任の遂行が委ねられてきた分野であるという点に求められてき
た(`)。開発が進むにつれてインフラの整備・開発・維持は徐々に民間に移
管することができるようになるが，逆にインフラが整備されていなければ
長期の経済発展を期待することはできない。インフラ開発と経済発展は相
互に緊密な関係を保っているのであり，それぞれの発展段階に応じて最適
なインフラ開発の状態と開発の担い手の性格が決ってくると言えよう。
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1988年から始まった第二次構造調整プログラムは，1977年の経済改革の
結果生じたインフラ（マハヴェリ・プロジェクト）建設にあまりにも過度
に偏重した投資・援助配分の歪みを是正しようとする試糸として理解する
ことができる。インフラという入れ物の効率を高めるためのバランスをと
る努力が必要になった局面に達したものと言えよう。こうした状況下での
問題のポイントは，かつてのようにプランテーション作物に過度に依存し
てきた経済構造が崩壊しつつあるにもかかわらず，それに代替しうる十分
な雇用吸収力とネットの外貨獲得力を備えた魅力的な新規産業が育ってし
ないという点である。今後スリランカ経済が既存インフラの利益を生かす
ことができ，現在直面している政治経済危機を乗り切ることができるか否
かも，従ってまたより高次の発展段階に進むことができるか否かも，ひと
えにこの点にかかっているといって過言ではあるまい。
（３）経済不均衡の外的要因と内的要因
マハヴェリ・プロジェクトが公共投資と外国援助の大半を吸収してきた
こと，そのため他のプロジェクトとの間に投資配分の面において大きな格
差を生糸，またマハヴェリ地域とその他の地域との間にも様々な格差をも
たらしたことは否めない。1982年～84年にかけて公共投資の44％がマハヴ
ェリ・プロジェクトに配分された(7)。しかし1980年以降のスリランカ経済
成長の減速は，「投資配分の歪糸」という観点からだけでは十分に説明で
きない。
周知のように，そもそも発展途上国の構造調整が世界経済の－大問題と
して注目されるに至ったのは，二度にわたる石油危機とそれにつづく先進
諸国のスタグフレーションのためである(8)。シドニー・デルは発展途上国
の「コントロールが及ばない不均衡の主要な源泉」として，①第一次産品
価格の急速な下落，②特定の先進諸国および石油輸出国の構造的な経常勘
定黒字に対応した発展途上国の経常勘定赤字，③先進諸国による輸入需要
の落ち込糸，④先進諸国の保護主義の影響，を指摘した(,)。この議論は発
424 
展途上国の国際収支危機の原因と構造調整をめぐる政策対応の相違による
パフォーマンスの相違をめぐる多くの議論を呼び起こす引金になった('0)。
一連の研究の中で明らかになりつつあるのは，1970年代に入ってからの発
展途上国の国際収支危機，財政危機，およびインフレーションの高まりは
「外的ショック」（対外環境の悪化）だけでは説明できず，むしろ「内的
要因」（すなわち「経済政策の誤り｣）のほうがより大きな要因であるとい
う点である。しかし同時に，これら一連の研究の中で見落としてはならな
い点は，不均衡の原因に関しては発展途上国間のバラツキが大きいという
点も明らかになったことである。
バラッサーマッカーシーの研究によると，1979年～83年にかけての発展
途上国30カ国の中で外的ショック（交易条件の悪化,輸出量の減少,利子率
の上昇）の影響を最も大きく被った国はスリランカであり，その影響によ
る経常収支の悪化はＧＮＰの25.1％にまで上った（1974年～78年の時期に
おいても外的ショックを最も大きく被った国はスリランカであり，経常収
支に現われたその影響はＧＮＰの２８．５％にまで上った)。またスリランカ
の場合，外的ショックの原因の大半（93％）は交易条件の悪化によるもの
であった('1)。すなわち，1980年代に入ってからのスリランカ経済成長の
減速はマハヴェリ・プロジェクトへの過度の投資という「経済政策の誤り」
仮説だけでは十分に説明ができない。その何よりも大きな原因は対外経済
環境（とくに交易条件）の悪化であり，その影響をもろに被らざるを得な
かった硬直的な産業構造の脆さであった。
(1)Sacks，JeHrey，“TradeandExchangeRatePoliciesonGrowth‐ 
OrientedAdjustmentPrograms''，ｉｎ：VittorioCorbo，MorrisGoldstein 
＆MohsinKhaneds.，Ｇ７ｏｚｲﾉﾙOγie"ｔｅｄＭｊ"s/"e"ｌDogγα”s，ＩＭＦ／ 
TheWorldBank，1987. 
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(4)Cornia，GiovanniAndrea，RichardJolly＆FrancesStewart，Ａ〃２０sノー
加e"ノ肌ノハαＨ"”α〃FtZce，Oxford：ClarendonPress，1987.
(5)TheWorldBank，Ａａﾉ"S'腕e"ノル"`i"ｇ：Ａ〃Ｅ２ﾉαJ秘α"o〃ｏ／Ｔｅ〃
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ＷＭ`,Princeton：PrincetonUP，１９９０をも参照。
(6)「初期開発モデル」の特徴については，絵所秀紀「開発経済学の転換と『韓
国モデル｣｣，『経済志林』第57巻１号（1989年６月）を参照されたい。
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i"DeDe肋が"gCo""/γjes,TheBrookingsInstitution:WashingtonD.
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(9)DelLSydney，“ThelnternationalEnvironmentforAdjustmentin 
DevelopingCountries，，，ＷbγJ‘、CUC〃P”e"'，ＶＯＬ8,1980.
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Weintraubeds.，”．ｃ〃.；Khan，MohsinS.＆MalcolmD．Ｋnight，
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zationinDevelopingCountries,'，Ｗｂγ/‘ＤＣ"e〃P”e"Z，Vol、１０，Ｎｏ．９，
１９８２；α０．，“DeterminantsofCurrentAccountBalancesofNon-Oil 
DevelopingCountriesinthel970s''’１Ｍ万s/α〃ＰａＰｅγs，ＶＯＬ30,1983；
Balassa，Bela，“StructuralAdjustmentPoliciesinDevelopingEcono‐ 
mies，'，ＷＭ‘DeMoP腕e"/,Vol､10,No.１，１９８２；'０．，“TheAdjustment
ExperienceofDevelopingEconomiesafterl973'，，inJohnWilliamsoned.， 
ＩＭＦＣｏ"ａｊがo〃αﾉﾉﾉy，InstituteforlnternationalEconoｍｉｃｓ：Washington
ＤＣ.，１９８３；‘０．，“AdjustmentPoliciesinDevelopingCountries：A 
Reassessment，,，Ｗｂγ/ｄＤｅ"e〃P”e"/，ＶＯＬ１２，Ｎｏ．９，１９８４；Helleiner，
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PaperＮｏ．６７５，WashingtonD.Ｃ・’1984.また，Helleiner，Ｇ､Ｋ､’０ｶ．cjZ．
屯同様の結論を得ている。
5．「スリランカ型開発戦略」と「構造調整モデル」
（１）ＢＨＮアプローチをめぐるアイゼンマン論文
ＩＭＦ・世界銀行の経済安定化＝構造調整プログラムを評価するにあた
って，大方の注目を浴びてきた最大の問題の一つは，それが所得分配と貧
民（絶対的貧困）に対して及ぼすであろう悪影響である(1)。多くの研究者
が，「ＩＭＦのプログラムが平等指向的な政府によって抵抗されると思われ
る事例｣(2)をしばしば報告してきた。従来スリランカが「平等指向的な政
府」の典型的代表として描かれてきたことを想起するならば，「スリラン
カ型開発戦略」と「構造調整モデル」との関連を検討することは，発展途
上国に対するＩＭＦ・世界銀行の経済安定化＝構造調整プログラムの今後
の展開を考えるうえで格好の事例研究となろう。
「スリランカ型開発戦略」の特徴を「韓国型開発戦略」との対比の中で
大きく取り上げ，その後の一連の論争の原点となった刺激的な論文は，本
稿の「はじめに」で紹介したＡ､Ｋセンの「発展途上国における公共活動
と生活の質」である(3)。また「スリランカ型開発戦略」を積極的に評価す
るにあたってセン論文とともに注目されるのは，ＢＨＮ開発戦略という観
点からスリランカを事例として検討したアイゼンマン論文（セン論文に先
立って発表された）である(4)。
アイゼソマソは「開発へのベーシック・ニーズ・アプローチ」を，「主
要な開発目的の一つに基礎的な健康と教育のニーズを満たすことを含んだ
ものであり，またペーシック・ニーズを満たし成長を増大する手段として
貧民の人的資本，生産性，所得の増大を強調するもの」と定義し，スリラ
ンカは「民間企業指向的な民主主義社会で，いかにしてベーシック・ニー
ズに答えることが政治的に可能であったのか」を示す事例であると承なし
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ている。アイゼンマンが着目したのはスリランカ開発戦略の特徴をなす社
会プログラムに対する高支出と，①成長の関係，②所得分配，③失業との
関係の３点である。詳細な検討を行ったのちにアイゼンマンは次のような
結論を導き出している。
①通常想定されていることとは相反して1970年代前半の成長率の低下
をもたらしたしのは社会プログラムに対する過度の支出ではなく，貧
困な成長政策と交易条件の悪化である。
②1960年代における相対的に良好な成長と社会プログラム（また1970
年代初期における実質消費の分配と社会プログラム）の関係は，成長
と分配との間の補完関係とトレードオフ関係の双方の重要性を示すも
のである。
③長年にわたって政府総予算の高い比率が社会プログラムにあてられ
てきたが，これは明らかに経済開発の社会的目標を著しく改善した。
この結果に照らし合せて見るならば，社会的利益よりも経済的コスト
のほうが大きいという広く受け入れられてきた見解は疑問なしとしな
い。
④将来スリランカの成長が加速する可能性は他の低成長国よりも大き
くなりそうである。スリランカの一人当り所得増加の可能性は，相対
的に高度に開発された人的資源，低い人口成長率，比較的低い賃金率
によって高められている。
⑤多くの国がそうであるようにスリランカは多くの点で特殊事例であ
り，それはほとんど歴史的状況に依存したものである。まさにそれ故
に，また過去の成長努力が深刻な欠陥をもっていたがために，スリラ
ンカを他の国にとってのベーシック・ニーズ「モデル」であると見な
すことはできない。
(2)Ｓ,バッラとＰ､グレウエの研究
セン＝アイゼソマンの議論に対して世界銀行のベッラが異議を申し立て
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た(5)。批判の要点は以下のようなものであった。すなわち，①社会福祉プ
ログラムに対する支出が長期にわたって高かった（ＧＮＰの10％以上，政
府財政支出総額の３分の１以上）ために，低所得国としては例外的にすぐ
れた社会指標（ＢＨＮ）を達成することができたと証明するには，ただそう
だったと主張するだけでなく厳密な理論的・実証的モデルが必要である。
とりわけ政策のインパクトを評価するためには単一時点での国別比較モデ
ルでは不十分である。少なくとも異なった時点間での達成度の相違が検討
されなければならない。②「水準」の観点から見ると1960年時点のスリラ
ンカは驚くべきほどに豊かであった。どのような尺度を採用しても（例え
ば一人当り所得，生活水準など)，比較された諸国よりも進んでいた。１９６０
年以降のスリランカのパフォーマンスを評価するにあたって，この単純な
歴史的事実は大きな影響を与える。どの程度まで初期の高達成水準が，例
えば1975年時点での－時点での回帰でとらえられているのであろうか？
③とするならば，1975年時点での絶対的貧困がきわめて低かったと指摘さ
れているが，1960年時点と比較するとむしろ貧困が増大した可能性があ
る(6)。
パヅラと同様世界銀行のスタッフであるグレウエは，異時点間比較をす
べしというパッラの問題提起を受けて，1969年～70年と1980年～81年の
『社会経済調査（Socio-EconomicSurvey)』および1973年，1978年～７９
年，1981年～82年の『消費者金融調査（ConsumerFinanceSurvey)』
のデータを利用して所得分配の動向を詳細に検討した(7)。そして次の結果
が得られた。
①1969年～70年と1980年～81年の双方について以下のことが言えると
した。
③都市，農村およびプランテーション部門間での平均所得の相違は
全体の所得不平等の10％以下しか説明できない。
⑥様々な民族グループ（シンハリ，スリランカ・タミル，インディ
アン・タミル，その他）間での平均所得の相違は全体の所得不平等
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の３％未満しか説明できない。
、主要稼得者の教育資格によって区分けされた家計間の平均所得の
相違は，全体の所得不平等の16～28％を説明する。
⑥家計間の稼得額の相違は，労働年齢に達している，あるいは実際
に労働している家計メンバーの数の相違によるものではなく，主に
主要稼得者の賃金の相違によるものである。
②また，1969年～70年と1980年～81年の間の所得分配の動向について
は以下のことが明らかになったとした。
③『社会経済調査」の支出データによれば，所得の不平等は上記の
１０年間に低下した。一方，所得データは反対の動向を示しているが，
近年の『社会経済調査』では所得の過少申告が増大しており，１９７０
年代の所得不平等の動向を検討するにあたっては統計上の欠陥があ
る。
⑥こうした全体的な所得不平等の低下はきわめて広範囲に及ぶもの
である。都市，農村およびプランテーション３部門間でも，また様
々な民族グループ間でも不平等は低下した。
、家計間稼得額のシェアにふられる不平等の低下は，労働年齢に達
している，あるいは実際に労働している家計メンバーの数の相違の
低下によるものではなく，主に労働者一人当りの稼得額の不平等の
低下によるものである。
バツラーグレウエの研究のインプリケーションは明らかである。世界銀
行とＩＭＦによって支持されながら新しく誕生した統一国民党による1977
年の自由化政策の採用がその後所得の不平等をもたらさなかったこと，あ
るいは逆に言えば，1977年に至るまでのスリランカ自由党による社会主義
的政策の下で行われた社会福祉重視プログラムが想定されているほどの成
果をあげなかったということである。
ラヴァリオンージャヤスリヤはグレウエの結論を真っ向から批判し
た(8)。批判の要点は次のようなものである。
４３０ 
①グレウエI土，1980年～81年の『社会経済調査」での所得分配データ
は過少申告されており統計上の欠陥があるとし，その理由として1979
年９月に導入された全国食糧スタンプ制度を指摘している(すなわち，
食糧スタンプを得るために低・中所得層の所得過少申告が奨励され
たという議論)。しかし，これだけの理由で1979年以降に行われた調
査結果を排除するには十分な根拠があるとは言えない。
②1977年に行われた金融自由化が消費者支出の不平等低下に貢献した
かも知れない。とくにそれによって恒常所得の不平等が増加しなかっ
たとするならば，なおざらそうである。いずれにせよ消費者支出の不
平等が低下したからといって恒常所得の不平等が低下したと論じるこ
とはできない。
③政策改革の一環として行われた資本市場の自由化は，高額所得者の
貯蓄機会を改善することによって，また低所得家計の信用へのアクセ
スを増加させることによって，一時的に支出の不平等を低下させた。
しかし，これは恒常所得の不平等が改善されたことを意味するもので
はない。一方，1977年政策改革の財政面をふると，これは所得と支出
の双方の不平等を顕著に増加させるものであり，恒常所得分配の不平
等を悪化させた。また，この政策改革によってもたらされた相対価格
の変化（箸侈品に対する賃金財の相対価格の上昇）によって福祉の分
配は一層悪化した。
政策改革（経済自由化）と所得分配あるいは福祉水準との関係について
は確たる合意は得られていない。論争は依然として継続中である。しかし，
いずれにせよ所得水準との関係でゑるかぎりスリランカの福祉水準が「例
外」的に良好であること，また，福祉プログラムへの「例外」的な高支出
が長い間プランテーション産業からの余剰によってまかなわれてきたとい
う事実は残る(9)。
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おわりに
スリランカの構造調整の経験から得られた最大の教訓はどのようなもの
であろうか？それは援助への依存が開発投資プログラムに組糸込まれる
ことによって，かえってプランテーション産業に過度に依存した産業構造
からの転換が遅れてしまったことを示したということである。また，援助
への依存が開発投資プログラムに組糸込まれることによって，本来ならば
開発にとっての有利な初期条件と見なされるべき社会福祉と教育水準の高
さが開発の阻害要因として作用するという逆説的な関係が見られた事例で
もあった。さらに需要管理政策の下での社会福祉プログラムの削減が絶え
ず政治的安定と政権の安定性の基礎をくつがえしうる要因となることをも
示した事例であった。
スタンレー・ブラックは，1971年～78年にかけての途上国40カ国の経済
不均衡の原因を調査した。その結果得られた結論は，途上国に固有な特性
（初期条件）による屯の47％，国内的要因による屯の35％，対外的要因に
よるあの17％であった(1)。また，すでに紹介したようにバラッサーマッカ
シーおよびへライナーの国別比較研究によると，1970年代から80年代にか
けての途上国の中で最も大きく対外的ショックを被った国はスリランカで
あった。
何故スリランカが途上国の中で最も大きな対外的ショックを受けざるを
得なかったのか？その原因はスリランカの産業構造と社会構造の特性，
すなわち初期条件に求めざるを得ないというのがわれわれの得た２つめの
結論である。世界銀行・ＩＭＦによって支持された構造調整プログラムが
当初の目的を達成できるか否かも，結局は初期条件のあり方によって大き
く左右されざるを得ないであろう。
（１）Black，StanleyW.，”．ｃ〃．
